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電子商取引市場の拡大などによる宅配の急増は，宅配の再配達を増加させており，交通・環境問題やド

ライバー不足の一因となっている．再配達を前提とした不在が再配達全体の4割を占めることを考慮すれ

ば，再配達の抑制には，消費者の再配達に対する態度や行動の変容が肝要である．本研究では，消費者の

再配達に対する「態度」に焦点を当てたアンケート調査の結果を用いて，再配達に対する否定的な事実情

報の提示が，被験者の態度変容に寄与することを検証する．また，態度変容が行動変容を促す可能性を調

べるとともに，態度が変容した被験者の特徴を明確にする．さらに，再配達の抑制が他者依存となる態度

に注目し，そのような態度を規定する要因について考究する．  
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1. はじめに 

 

急速な電子商取引市場の拡大や，高齢化の進展に伴

う購買スタイルの変化により，宅配の取扱個数は増加

傾向にあり，例えば，2015年までの 5年間で 5億個以

上増加している 1)． さらに，再配達，すなわち，「1

回目の配達では受け取られずに，2 回以上配達するこ

とになる」荷物が全体の約 2 割を占めている 2)．再配

達のために生じる貨物車走行により，年間約 1.8 億時

間もの労働時間が費やされ，年間 9万人の労働力が必

要とされており 2)，再配達が，交通・環境問題やドラ

イバー不足の一因となっている．また，多くの物流業

者は再配達に際して追加料金を受け取っていないため，

再配達による付加的収入が得られていない．再配達は，

物流労働環境の劣悪化にも繋がっている． 

再配達を削減するために，宅配ボックスの設置や荷

物のコンビニエンスストアでの受け取りが検討されて

きている 2)．これらの方策は，短期的には効果的であ

ろう．しかし，再配達の依頼を前提とする不在が再配

達全体の 4 割を占めている 2)．配達時間を予め指定し

ておきながら不在にして生じる再配達は，消費者需要

の高度化ではなく，約束の反故の観点から言えば，消

費者のわがままである．わがままを抑制することなく，

それに追随して方策を講じることは，消費者の宅配や

物流に対するわがままを助長して，新たな物流問題が

発生する可能性があり，自己による問題解決を放棄し

て，解決の他者依存性を増長させることが懸念される．

それゆえ，中・長期的にみれば，消費者の再配達に対

する態度や行動が変容することが，再配達の抑制に繋

がり，新たな物流問題の発生を抑えることにも寄与す

るものと考えられる． 

消費者，あるいは，公共サービス利用者の態度に関

する研究は，消費者心理学や社会心理学の領域で行わ

れてきた．杉本 3)は，消費者の態度は外部からの影響

によって変容することもあるため，説得的コミュニケ

ーションの有用性を示唆している．また，交通機関に

対する利用者の態度に着目した研究については，例え

ば藤井らの研究 4)～6)が挙げられる．しかし，消費者の

宅配や物流に対する態度に着目した研究は，これまで

行われていない．宅配に関しては宅配の集配拠点や，

再配達も含む配送経路の最適化が，主たる研究対象と

なってきた 7),8)．一方，増田 9)は，宅配の再配達が，

物流業者の費用増大を招いていることを指摘し，コン

ビニエンスストアの活用を主張している．大江 10)は，

消費者の態度に着目しているが，宅配を扱う企業が広

告で発出するメッセージと消費者の認知や理解との関
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係についてのアンケート調査を基にした考察であり，

マーケティング論や広告論の視点に立った研究である． 

 本研究では，消費者の再配達に対する態度に関する

アンケート調査結果を用いて，事実情報提供法 11)に

基づき，再配達に対する否定的な事実情報の提供によ

る被験者の態度変容を検証する．また，態度変容の程

度や内容を基にして，再配達に対する態度の改善が再

配達削減への行動変容を促す可能性を調べるとともに，

態度が変容した被験者の特徴を明らかにする．再配達

が，消費者自身によって緩和・解決される問題である

ことに着目すれば，再配達に対する態度の中で，問題

解決を他者に依存する態度の改善が肝要と考える．そ

れゆえ，再配達抑制を行政などの他者に任せてしまう

態度を規定する要因について，共分散構造分析（構造

方程式モデリング）を用いて明らかにする．  

既往研究を踏まえた本研究の特徴は，i)再配達が生

じる原因として，消費者の再配達への態度に焦点を当

てていること，ii)消費者の態度変容を目指して，説得

的コミュニケーションの一つである事実情報提供法の

効果を検証すること，iii)問題解決を他者に依存する

態度の規定要因を広範に検討して，その因果を明示す

ることにある． 

 

2. アンケート調査の概要 
 

対象とするアンケート調査は，京都市立高倉小学

校PTAと京都市中京区役所が，京都市都心部に居住す

る住民を対象に，2016年11月にポスティングにより実

施したものである．調査の実施対象地域は，高倉小学

校区のうちの旧7学区である．調査票の配布部数は

9434であり，有効回収率は17.0%（1604部）であった．  

アンケート調査票は，以下の12の質問項目から構

成されている．なお，質問6の前に，宅配と再配達の

定義が被験者に紙面で周知されている．また，質問10

の後，再配達への態度変容を促すことを目的に，再配

達に関する否定的な事実情報を示している（以下，事

実情報と称する）． 

質問1～質問5：個人属性（性別，年代，住居タイプ，

職業，学区） 

質問6～質問9：宅配の利用頻度，再配達の経験・理

由・頻度，時間指定  

質問10：再配達に対する態度，および，それに影響を

及ぼすと考えられる要因（交通や物流に対す

る態度，社会志向性12)など）について，計29

項目（非常に思う・よくあてはまる～全く思

わない・全く当てはまらないまでの5件法） 

質問11：事実情報の認知度 

質問12：再配達に対する態度（質問10の29項目のうち，

8項目を再質問） 

 提供した事実情報は，過去20年間の各年度の宅配取

扱個数のグラフ，現在の再配達の割合，再配達を前提

とした不在の割合，再配達により発生する走行距離や

CO2排出量などである．再配達に対する態度に関する

8つの質問項目は，以下の通りである． 

[12-1] 配達は日々の自分の生活を支えるものだ 

[12-2] 再配達を依頼するとき，次は1回目の配達で受

け取ろうと思う 

[12-3] 再配達が起きるのは私たち受取人のせいだ 

[12-4] 宅配トラックは日々の自分の生活を営む上で必

要不可欠だ 

[12-5] 再配達を依頼するのは物流業者に申し訳ない 

[12-6] 再配達は環境問題を悪化させる 

[12-7] 再配達によって生じる環境や安全の問題には、

私たち受取人が対応するべきだ 

[12-8] 配達時間を指定したなら，そのときには家に居

るべきだ 

 

3．再配達に対する態度の変容と特性分析 
 
(1) 再配達に対する態度の変容 
事実情報提供前後に着目し，各被験者の再配達への

態度に関する上記8項目について，回答の変化量を算

出した．8項目の1つである「配達時間を指定したなら、

そのときには家に居るべきだ」に関する結果が，図-1

である．図中の正の値は，事実情報により態度が改善

したことを示し，数値の絶対値が大きいほど変容程度

が大きかったことを表している．図-1では，態度の改 

 

図-1 事実情報提供前後での態度の変容程度（ 質問「配達

時間を指定したなら，そのときには家に居るべきだ」） 
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善が被験者の50％以上を占めている．また，他の7項

目についても，改善が25.3%～47.8%を占めた．8項目

において，変化量が負，すなわち，態度が改悪された

被験者は，4.3%～13.4%であった．さらに，8項目につ

いて，帰無仮説を「事実情報提供前後で，態度に関す

る回答の平均値に差がない」として，母平均に関する

片側t検定を行ったところ，すべての項目において，

有意水準1%で棄却された．これらのことから，実験

で提示した事実情報が再配達に対する態度改善に効果

的であることが示唆されたものと考えられる． 

 

 (2) 再配達に対する態度と再配達の頻度 

 再配達への態度が改善されたとしても，必ずしも行

動を伴わないと考えられる．そこで，再配達に対する

態度改善が行動変容を促す可能性について考察する． 

 事実情報提供前の段階で再配達に対する態度が良い

被験者集団（質問[12-2],[12-3],[12-5]～[12-8]のいずれに

おいても，「非常に思う・よくあてはまる」，もしく

は，「やや思う・ややあてはまる」と回答した 445名）

に着目し，質問 9「どの程度，1 回目の配達で受け取

れたか」の回答を集計した．その結果，「ほぼ毎回受

け取れた」が 66.5%となり，被験者全体での割合より

4.1%高かった．また，帰無仮説「態度が良い被験者

集団と被験者全体で，『ほぼ毎回受け取れた』を選択

した比率に差がない」として，母比率に関する片側検

定を行った結果，有意水準 5%で棄却された．これら

の結果は，再配達に対する態度が良い被験者は，再配

達の回数が少ないことを示唆している．再配達に対す

る態度が改善されれば，再配達削減への行動を促す可

能性があるものと考えられる． 

 

(3) 態度が変容する被験者の特徴 

 態度改善に優れた集団，すなわち，質問[12-2],[12-

3],[12-5]～[12-8]において 3 項目以上で変化量が正であ

った被験者集団（655 名）に注目すると，その男女比

は図-2のようになった．この集団の女性比率は 68.3%

となり，被験者全体での 63.6%と比べて 4.7%高くなっ

ている．帰無仮説「態度改善に優れた被験者集団と被

験者全体では，女性比率に差はない」として，母比率

に関する片側検定を行った結果，有意水準 1%で帰無

仮説は棄却された．また，この集団における被験者の

年代構成を示したものが図-3 である．10 代以下～50

代の合計比率は 62.8%となっており，被験者全体での

53.5%と比べて 9.3%高かった．帰無仮説「態度改善に

優れた被験者集団と被験者全体では，10 代以下～50

代の比率に差はない」として，母比率に関する片側検

定を行ったところ，有意水準 1%で帰無仮説は棄却さ

れた．これらの結果から，女性や 10 代以下～50 代で

は事実情報提供によって再配達に対する態度が改善さ

れやすいことが示唆された． 

一方，態度が改悪傾向にある被験者集団，すなわち，

質問[12-2],[12-3],[12-5]～[12-8]において 2 項目以上で変

化量が負であった被験者集団（192 名）における男性

の比率は 43.5%となり，被験者全体での 36.4%と比べ

て 7.1%高くなった．帰無仮説「態度が改悪傾向にあ

る被験者集団と被験者全体では，男性比率に差はない」

として，母比率に関する片側検定を行った結果，有意

水準 1%で帰無仮説は棄却された．また，この集団の

60 代以上の比率は 52.9%となり，被験者全体での

46.5%と比べて 6.4%高かった．帰無仮説「態度が改悪

傾向にある被験者集団と被験者全体では，60 代以上

 

図-2 態度改善に優れた被験者集団の男女比 

 

 

図-3 態度改善に優れた被験者集団の年代別比率 
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図-4  「再配達抑制への他者依存」の態度を規定する要因 

 

の比率に差はない」として，母比率に関する片側検定

を行ったところ，有意水準 5%で帰無仮説は棄却され

た．これらの結果から，全体数としては大きくないも

のの，男性や 60 代以上の中には，事実情報提供によ

って再配達に対する態度が悪くなる可能性が示された．

このことには，該当する被験者に心理的リアクタンス
11),13)が生じたものと推察される．  

つぎに，態度変容の程度と提供した事実情報の認知

度との関係性について考察する．態度改善に優れた被

験者集団では，質問 11「提供された事実情報の内容

をどの程度知っていたか」に対して，「あまり知らな

かった」，もしくは，「全く知らなかった」という回

答が 73.8%となり，被験者全体での 63.0%より，10.8%

高いことが明らかとなった．帰無仮説「態度改善に優

れた被験者集団と被験者全体では，『あまり知らなか

った』，もしくは，『全く知らなかった』を選択した

被験者の合計比率に差はない」として，母比率に関す

る片側検定を行った結果，有意水準 1%で帰無仮説は

棄却された．これらのことより，事実情報の認知度が

低い被験者ほど，再配達に対する態度が改善される傾

向にあることが確かめられた．認知度の低い事実情報

の提供が，再配達に対する態度改善に効果的な可能性

がある． 

 

 

 

4．再配達に対する態度の規定要因 
 
 態度変容，および，その先にある行動変容が目指

すところは，消費者自身によって，再配達が抑制され

ることにある．したがって，再配達に対する態度の中

で，問題解決を他者に依存する態度の改善が肝要であ

る．それゆえ，再配達抑制を他者に依存する態度を規

定する要因と，その因果構造について，共分散構造分

析（構造方程式モデリング）により明らかにする． 

事実情報提供前の段階で，再配達に対する態度やそ

れに関連すると思われる要因について尋ねた質問 10

の 29 項目への回答を用いて探索的因子分析を行い，

被験者の回答の背後にある潜在要因（潜在変数）を抽

出した．その結果，固有値が 1.0 以上である因子（潜

在要因）が 9つ抽出され，それらの因子を用いて共分

散構造分析を行った結果，統計的に有意となるパスに

よって構成される因果モデルは，図-4 のようになっ

た．図中の実線矢印は正の因果関係を，点線矢印は負

の因果関係を，それぞれ表している．パス係数は標準

化された推定値である．モデルの適合度については，

CFI が 0.945，RMSEA が 0.040，SRMRが 0.046 であり，

いずれの指標についても，モデルの適合度は良好であ

る．モデルに使用された因子と，各因子に関連する質

問内容（質問 10の内容）は，下記の通りである． 

因子 1：社会志向性 

 社会のルールに従って生きていると思う 
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 社会（周りの人）のために役に立つ人間になりた

い 

 周りとの調和を重んじている 

因子 2：物流への適正な理解 

 配達は日々の自分の生活を支えるものだ 

 宅配トラックは日々の自分の生活を営む上で必要

不可欠だ 

 ネットショッピングが発達したことで，生活がよ

り豊かになった 

因子 3：再配達の正当化 

 自分が 1 回目の配達で受け取れなくても，まちの

安全には影響を及ぼさない 

 自分が 1 回目の配達で受け取れなくても，まちの

環境には影響を及ぼさない 

因子 4：物流への厄介感 

 どこかに移動するとき，宅配トラックが邪魔だ 

 どこかに移動するとき，宅配用の台車が邪魔だ 

 近所に倉庫や配送所などがあるのは嫌だ 

因子 5：再配達の問題認識 

 再配達は誰の得にもならないことだ 

 再配達を依頼するのは物流業者に申し訳ない 

 再配達は環境問題を悪化させる 

因子 6：再配達抑制への他者依存 

 再配達によって生じる環境や安全の問題には，物

流業者が対応するべきだ 

 再配達によって生じる環境や安全の問題には，行

政が対応するべきだ 

因子 7：再配達問題の責任転嫁 

 再配達が起きるのは荷物を運ぶ物流業者のせいだ 

 再配達が起きるのは荷物の送り主のせいだ 

因子 8：自動車依存 

 バスや電車で行けるところでも，自動車で出かけ

る 

 燃費などの環境性能が良くなれば，さらに自動車

を使っても良い 

図-4 から，「再配達の問題認識」から「再配達抑

制への他者依存」へと続く因果パスが見て取れる．

「再配達抑制への他者依存」には「再配達問題の責任

転嫁」が影響している．再配達抑制を自身から他者

（物流業者や行政など）に任せる態度は，再配達が生

じるのは，自分達のせいではなく物流業者や送り主の

せいであると思ってるからである．「再配達問題の責

任転嫁」には「再配達の正当化」が影響を及ぼしてい

る．自分が引き起こす再配達程度では社会に損失を与

えていないとして，自分のわがままを正当化している．

さらには，その背後に「再配達の問題認識」がある．

問題認識が低ければ，再配達の正当化が高くなる．つ

まり，再配達の問題認識の希薄さにより，自己の再配

達が正当であると誤解し，再配達抑制への協力意向が

小さくなり，問題解決を他者に任せてしまうという因

果構造である．「再配達の問題認識」が「再配達抑制

への他者依存」への遠因であるならば，本研究のよう

な事実情報提供が，再配達抑制に向けて有力な方策の

一つとなると言えよう． 

 また，「再配達問題の責任転嫁」の背景には，「物

流への厄介感」があることも窺える．物流を“悪”と見

れば，自分達が“善”となり，自分達に責任は無いとな

るのだろう．「物流への厄介感」には，「物流への適

正な理解」の欠如が影響している．自分達の生活が物

流に支えられていることの認識が希薄であれば，物流

に対する邪魔者感が高まるのである． 

「自動車依存」が「物流への厄介感」に，「社会志

向性」が「物流への適正な理解」に影響を及ぼしてい

る．公共交通が便利な京都市都心部で自動車依存の生

活をしている消費者は，物流を邪魔者と捉えて，「再

配達問題の責任転嫁」へと態度が繋がっている．社会

志向性が低く，社会の一員であるとの認識が希薄な消

費者は，自分の生活に物流が果たす役割を理解しづら

く，「再配達問題の責任転嫁」の遠因となる．これら

のことから，「自動車依存」を低減させる，あるいは，

「社会志向性」を高めるような方策は，間接的にでは

あるものの，再配達抑制を行政などの他者に任せてし

まう態度を緩和させる可能性がある． 換言すれば，

再配達の問題は，他の交通問題や社会問題と，発生源

となる態度が類似している可能性がある． 

 
5．おわりに 
 
 本研究では，再配達の発生要因として，消費者の

再配達対する態度に焦点を当て，京都市都心部で実施

されたアンケート調査の結果を基にして，事実情報提

供法による態度変容の可能性，再配達抑制の障壁とな

りうる「再配達抑制を他者に依存する態度」を規定す

る要因などを考究した． 

 再配達に関する否定的な情報を提供した前後での態

度を比較すると，情報提供によって，再配達に対する

態度が改善されることが明確に見て取れた．さらに，

再配達に対する態度の改善が行動の変容を促す可能性

も示唆された． 

「女性」あるいは「10 代以下～50 代」は，事実情

報提供によって，再配達に対する態度が改善されやす

い傾向にあることがわかった．このことから，女性や

10 代以下～50 代に対して，態度変容を促すようなコ

ミュニケーションを継続的に実施すること，および，
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態度（および，行動）に望ましい変容が生じた女性や

10 代以下～50 代に，再配達抑制の啓発の担い手にな

ってもらうことが，再配達抑制の推進に有用であると

考えられる． 

提供した事実情報の認知度が低い被験者ほど，再配

達に対する態度が改善されやすい傾向にあることが確

かめられた．このことより，認知度の低い事実情報を

提供することで，より効果的な態度変容へと導ける可

能性がある． 

再配達抑制が他者依存になることの根底には，「再

配達の問題認識」があることが示された．それゆえ，

事実情報を提供することによって，問題を正しく認識

してもらうことが効果的であるものと考えられる．

「物流への適正な理解」の欠如が，「物流への厄介感」

や「再配達問題の責任転嫁」を通じて，「再配達抑制

への他者依存」となることから，日常生活における物

流の役割を広く周知することも有用である． 

さらには，「自動車依存」や「社会志向性の欠如」

という，再配達とは関係がなさそうな要因が，「再配

達問題の責任転嫁」や「再配達抑制への他者依存」の

遠因となっていることも示唆された．このことから，

自動車依存を抑制するモビリティマネジメントや，社

会規範への志向や，人としての道徳心を向上させる方

策 14)が，再配達抑制にも間接的に効果を与えるもの

と推察される． 
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